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を内閣府に設けた。その後、「まち・ひと・しごと創生法」を成立させ、同年末 12 月 27
日に、人口の現状と将来的展望を示す「国の長期ビジョン」（「まち・ひと・しごと創生






















































聴取や WEB アンケートなどを経て最終案ができ、正式策定に至ったのは翌 2016 年３月
25 日である。 























ひと・しごと創生推進会議」は、「総合戦略」策定にやや遅れて同年 12 月 22 日に成立











2015 年７月に発足させ、そこでの議論をへて、これも門真市と同じ 10 月に「人口ビジ
ョン」と「総合戦略」を策定している。 
策定が年を越したのは交野市（2016 年１月）、寝屋川市（同２月）、守口市と枚方市（同
３月）の 4 市である。それでも正式策定が 2016 年３月下旬になった大阪府に比べると、
短期間での策定と言える。 
                                                  
3 パブリックコメントの期間が９月の 2 週間と短かったせいか、意見受付件数はごく少数に














た、「総合戦略」施策の進捗状況と KPI などの成果検証のために、学識経験者 2 名（委
員長と副委員長）、市民団体代表者 2 名、商工関係者１名、金融機関関係者３名、広告・
報道関係者１名、計 10 名からなる「寝屋川市まち・ひと・しごと創生総合戦略検証委員
会」が 2016 年 12 月 21 日に設置され、翌年 3 月３日に第１回の会合を開催している。 




者 1 名、計 13 名からなっていて、12 月の第 3 回委員会で答申をまとめている。この委
員会は翌年度以降も存続して「総合戦略」を検証する組織となっている。 
枚方市は、学識経験者 2 名、金融機関関係者 2 名、大阪府庁１名、民生委員児童委員
協議会１名、芸能サークル１名、報道１名、労働組合１名、商工会議所１名、計１０名

























2020 年には 1.60、2040 年には 1.80 に引き上げ、さらに 2060 年には人口減が止まる水


















村別将来人口推計では、北河内７市のうち寝屋川市が、若年女性が 2040 年に 50％以上減
少する「消滅可能性都市」にあたるとされた。寝屋川市はそれが -50.9% であるとされた
が、他の６市の同変化率は、枚方市 -45.9%、門真市 -41.3%、大東市 -38.8%、守口市 -37.7%、











時点で前者が趨勢ケースに比べて 58 万人増、後者が 27 万人増となっている。両者を組
みあわせた政策効果反映型のシミュレーションとしては、府における合計特殊出生率を
国の「長期ビジョン」と同じ（2020 年：趨勢推計 1.29 を 1.6 へ、2030 年：趨勢 1.26
を 1.8 へ、2040 年：趨勢 1.27 を 2.07 へ）と仮定した場合と全国と府の出生率の差を加
味したより現実的な仮定をとる場合（2020 年：1.49、2030 年：1.68、 2040 年：1.93）
の２ケースが示されている。この推定の結果は、2015 年推定起点で 881 万人あった府民
人口が、2040（平成 52）年に趨勢で 750 万人に減少するものが、第一のシミュレーシ














計として提示している。その結果は、推計起点 2010 年で総人口 146.7 千人、高齢化率
（65 歳以上住民割合）24.6％であったものが、2040 年には 116.7 千人と 34.5%、2060
年には 89.8 千人と 34.0%になるというものであった。 
これに対して４ケースのシミュレーションがおこなわれた。ケース１は合計特殊出生
率を 2030 年に 1.71 にまで上昇させその後それを維持すること、また 0～9 歳とその親
にあたる 30~39 歳世代の純移動率をゼロとすることを仮定するものであり、ケース２は
この純移動率を現状の 1/2 と仮定するものであった。ケース３は、ケース１で 2030 年に
1.71 まで上昇すると想定した合計特殊出生率がさらに上昇して 2040 年には人口置換水
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スでは総人口 124.5 千人、高齢化率 30.3％、2040 年と 2060 年で既出数値になるものが、
ケース３では、2030 年で 134.6 千人、30.3％、2040 年で 127.6 千人、34.1％、2060 年













移動率）はゼロと仮定されている。その総人口推計結果は、2030 年に前者で 385.9 千人、





















 パターン１と２の推計結果では、推計起点の 2010 年に国勢調査で 238.2 千人であっ
た総人口が、2040 年にはパターン１で 178.4 千人、パターン２で 186.4 千人であるが、
2060 年には同じく 128.3 千人と 141.8 千人になる。この推計値は 2040 年で 2010 年総
人口の 74.8％、78.3％、2060 年で同 53.9％、59.5％で北河内７市のなかでも減少幅が
大きい。これに対してパターン２を基礎に合計特殊出生率を上昇（2040 年市独自推計の





ョン１で 194.4 千人、同２で 191.3 千人、同３で 199.4 千人、それぞれ 2010 年総人口
の 81.5％、80.3％、83.7％となる。シミュレーション３の場合では 2060 年まで延長し
て計算した場合でも 168.8 千人（対 2010 年比で 70.9％）と市の存続に希望がもてる数
字になる。なお、高齢率（65 歳以上住民比率）は、推計起点 2010 年では 23.4％である
が、2040 年にはパターン２では 37.3％、シミュレーション３では 35.7％、2060 年には
同じく、39.5％と 35.0％になる。 
 




年で 127.5 千人であった総人口は、2040 年に社人研推計準拠で 105.4 千人、国出生率準
拠で 113.7 千人、2060 年に同 82.8 千人と 101.0 千人となる。 
この市の「人口ビジョン」における目標設定は、人口の世代バランスに注目したもの
で、直近の高齢化率（2014 年 7 月末で 24.9％）を維持しようとするものである。その
ため今後 5 年間の集中取組によって子育て世代とその予備世代の転出抑制・転入促進に
よってこれらの世代を 2020 年まで年 1,100 人増加させ、さらに 2060 年まで同じく年
400 人程度の増加を持続させる場合を「市独自推計」として示している。そのような想


















定起点の 2010 年の 130.3 千人から、2030 年にはパターン１で 112.8 千人、シミュレー
ション２で 120.9 千人、2040 年には同じく 100.6 千人と 113.7 千人となっている。高齢
化率は 2010 年で 22.9％であったのが、2030 年にはパターン１で 29.1％、シミュレーシ






生率が平成 52 年までに人口置換水準 2.07 にまで上昇すると仮定したもので、シミュレ
ーション２はそれに加えて人口移動が均衡し純移動率がゼロとなるとしたものである。 
推計結果をパターン１とシミュレーション１、２を比較して示せば、総人口は推計起点
2010年の 57.6千人が 2030年には順に 52.8千人、54.2千人、55.4千人、2040年には同
48.3 千人、51.4 千人、53.1 千人、2050 年には同 43.7 千人、48.7 千人、51.0 千人にな
る。老年人口の比率は起点 2010 年で 21.1％であったものが、2030 年には同前 29.9％、













と同じ率で伸びると想定したものである。したがって、国が 2020 年 1.60、2030 年 1.80、
2040 年以降 2.07 と想定した合計特殊出生率が交野市の独自推計では 2020 年 1.387、





社人研推計と市の独自推計を比較すると、総人口では推計起点の 2010 年 77.7 千人が
2030 年には 70.7 千人と 72.8 千人、2040 年には 64.6 千人と 69.2 千人、そして 2060 年
には 50.8 千人と 60.8 千人になっている。政策効果は 2040 年で 4.6 千人増、2060 年出
10.0 千人増である。高齢化率は 2010 年に 21.4％であったものが、2030 年には社人研推
計で 30.5％、市独自推計で 29.6％、2040 年には同じく 36.5％と 34.1％、2060 年には




















































① 若い世代の就職・結婚・出産・子育ての希望を実現する (若年者雇用、子育て支  
援など) 
② 次代の「大阪」を担う人をつくる （教育、少年犯罪・虐待対策 など） 
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 ③ 誰もが健康でいきいきと活躍できる「まち」をつくる （健康寿命の延伸、障が  
い者対策 など） 
④ 安全・安心な地域をつくる （防犯、防災、災害対策 など）  
⑤ 都市としての経済機能を強化する （産業創出、企業立地 など） 


























































施策にはそれぞれ KPI が設定されているが、これについては略さざるをえない。 
 
基本目標 
(1)  魅力ある仕事、多様な雇用の機会を生み出すまちを築く 
数値目標： 市内就業者数、特定創業支援事業における市内創業者数 
施策：①地域の経営資源の活用 ②企業への支援 ③就労支援の推進  
(2) 安全で活気があり、住み続けたいまちを築く 
数値目標： 人口の社会移動、生産年齢人口の減少数 








施策： ①出産・子育て支援 ②教育環境の充実 ③子どもの安全・安心  
      (4) 地域の力をいかし、いつまでも笑顔で暮らせるまちを築く 
数値目標： 健康寿命（日常生活に制限のない期間）男 78.05女 82.03年 






   －気軽に就労相談が受けられる体制の充実 
   －安心して暮らせるまちづくり 
   －子育て・教育環境の充実 
   －歩いて暮らせるコンパクトなまちづくり 




















 基本目標１ 安定したしごとの創出 





 －飯盛山城と三好長慶をキーコンテンツに設定した PR 
 －新聞、TV、ラジオ等での積極的な PR 
 ―アンバサダー企業を増やし工場見学ツアーなどのサービス化 
基本目標３ 結婚・出産・子育ての希望の実現 

























 基本目標１ 若い世代における出産・子育ての希望の実現 
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    －安心して産みたいと思える子育て環境の実現 
   －就学前から義務教育まで一貫した教育・保育の提供 
   数値目標：安心して楽しく子育てが出来る環境だと感じる人の割合、年少人口    
 基本目標２ 地域の魅力を向上し、選ばれるまちへ 
   －内外から「住みたい」と選ばれるまちづくり 
   －安全・安心で快適に暮らせるまちの整備 
   数値目標：社会増減、滞在人口 
 基本目標３ 産業の振興と女性が活躍できる場の創出 
   －地域産業の活性化 
   －女性が活躍できる場の創出 
    数値目標：門真市は地域の産業が盛んで活力があると思う人の割合、市内女性 
     の就業率 
 基本目標４ 住んで、幸せを実感できるまちづくり 
   －地域への愛着醸成 
   －みんなが支え合い、健康に暮らせるまちづくり 
    数値目標：住民基本台帳人口、今後も門真市に住み続けたいと思う人の割合、 
     市民の幸福実感（平均） 
 











 数値目標：合計特殊出生率、子育てがしやすいと回答する市民の比率  
 具体的施策１ 子育て、子育ち支援の充実  
 同２ 学校教育の充実 





  具体的施策１ 地域経済を支える産業の活性化 
 同 ２ 観光の振興 
 同 ３ 安心・安全なまちづくり 
 同 ４ 歴史、文化の継承と保存 
 同 ５ 生涯学習、生涯スポーツの推進  
 
交野市   










 基本目標 I －結婚・出産・子育て― 子育て世代が魅力を感じるまち 
    数値目標：出生数、希望する子ども数と現在の子ども数の差、交野は子育て 
に適していると思う人の割合 
    基本的方向１ 子育て・親育ちを応援する取組み 
    基本的方向２ 子どもがいきいきと育つ取組み 
 基本目標 II －雇用の創出― 多様な働き方に対応したまち 
    数値目標：市内女性（30 歳～34 歳）の就業率、交野で雇用創出が必要だと 
     思う人の割合    
    基本的方向１ 起業・創業を応援する取組み 
    基本的方向２ 働きたい人、働く人への取組み 
    基本的方向３ 地域を元気にし、応援する取組み 
 基本目標 III －人の流れ― 住みたいまち、行きたいまちとして選ばれるまち 
    数値目標：社会増減のプラスへの転換、交野に住み続けたいと思う人の割合   
    基本的方向１ 多世代向けの多様な住宅づくりを応援する取組み 
    基本的方向２ 資源を活用した交流人口の増加に向けた取組み 
    基本的方向３ 自然を愛し、守り伝えるための取組み  
基本目標 IV ―地域づくり― 地域を守り、地域の元気をつくるまち 
    数値目標：男女健康寿命、協働のまちづくりを更に充実させるべきと思う人の 
割合  
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    基本的方向１ 協働の仕組みづくりに向けた取組み 
   基本的方向２ 地域の活性化に向けた取組み 
   基本的方向３ 地域の健康を守る取組み 
  
 
































































                                                  
6 この二点については、府レベルと市レベル（枚方市）で総合戦略策定に学識経験者として
大きな役割を果たした新川達郎氏も、おおさか市町村職員研修センター（マッセ OSAKA）
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枚方市 
寝屋川市 
- 24 -
大東市 
門真市 
- 25 -
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- 26 -
